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需給調整市場における商品ごとの必要量の考え方の
方向性について

２０１７年１２月２６日

調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 事務局

第９回調整力の細分化及び広域調達の
技術的検討に関する作業会 資料２
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広域的な調達・運用に対する
技術的課題の抽出（項目⑧）

検討の進め方

細分化（区分、要件、スペック等）のイメージの仮置き（項目③④）

（１つに定まらなければ複数案でもよい）

必要に応じ、
立ち戻って
見直し

細分化の影響（電力品質への影響等）の
評価（項目⑥）

各調整力必要量の算出手法の検討及び試算（項目⑦）

“2020年度以降”に向けた検討

上記整理後

Step１

Step２

マージン確保の必要性、電力取引等に
与える影響の評価※（項目⑩）

技術的課題の解消方策、所要期間等（“2020年度”を中心に）（項目⑨）

※ 本来、必要量算出や評価方法の検討が必
要。当初は空容量の多い連系線（または空
容量の範囲）から開始するのも一案

電力取引等に与える影響の評価
（項目⑩）

細分化・市場化に対応するための
技術的課題の抽出（項目⑤）

“2020年度”に向けた詳細検討

※ 上記２つの検討については、どのような場で検討・議論を行うかは別途調整

※ 破線囲いの項目は、
2020年度に向けた検
討にフォーカスした場
合に対象外となる（可
能性がある）項目

出所）第４回調整力の細分化及び広域調達の技術的
検討に関する作業会 資料３（赤枠削除）

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/
2017/chousei_sagyokai_04_haifu.html

今回検討

 第１１回制度検討作業部会（２０１７年９月１９日）において、制御区分毎に「一次調整力」「二次調整力」「三次調整

力」（上げ・下げ別）という計１０区分を基本的な区分として商品設計を進めることとされた。

 今回、調整力の商品区分ごとの必要量を検討するにあたり、その基本となる考え方について検討した。



3本日の内容

1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方
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（空白）
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1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方



6（現状）安定供給確保の仕組み

出所）第10回電力システム改革専門委員会 資料３－３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denryoku_system_kaikaku/pdf/010_03_03.pdf

 小売電気事業者に需要を賄うための供給力確保を義務付け、 １時間前計画（最終計画）提出後の需給バラ
ンス調整は一般送配電事業者が一手に担う仕組み。

 日本は計画値同時同量の仕組みを採用しており、ゲートクローズ（ＧＣ）までは小売電気事業者が１時間前計
画を基準に供給力を調達し、ＧＣ以降は一般送配電事業者が調整力電源を運用して需給バランス調整を行
う。



7（現状）調整力電源の運用

出所）制度設計専門会合（第１８回） 資料３ http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/018_03_00.pdf

（ＧＣ前）
 一般送配電事業者は、週間断面から必要な調整力を算出の上、発電BG計画に対し、電源Ⅰ・Ⅱの中から電力量

（kWh）価格により発電機の追加等を必要に応じて決定し、必要となる調整力電源を実需給時点で調整力を提供できる
状態にする。なお、電源Ⅰ・Ⅱの追加にあたっては、準備するための起動・停止費用や増分燃料費など費用を要する
場合がある（待機費用（機会損失）の発生）。

（ＧＣ後）
 一般送配電事業者は、時間内変動や予測誤差、電源脱落など、発電・小売電気事業者の計画と実績の差分に対し

て、事前に確保した調整力（電源Ⅰ・電源Ⅱ余力）を活用して調整する。



8（現状）調整力で対応する事象

 調整力で対応する事象には、「需要に関するもの」、 「再エネ出力変動に関するもの」 、「電源脱落に関するもの」があ
り、以下の事象に対応できるように一般送配電事業者は電源Ⅰと電源Ⅱの余力により調整力を確保している。

（対応する事象）

 時間内変動 ： 需要変動、再エネ出力変動

 予測誤差 ： 需要予測誤差、再エネ出力予測誤差

 変動 ： 電源脱落（直後）

 対応する事象のうち再エネ出力予測誤差については、昼間帯に大きくなる傾向がある。
 なお、年初段階で確保する電源Ⅰの必要量については、電源Ⅱの余力をあわせて活用して対応する仕組みであること

から、電源Ⅱに期待できない残余需要が高い時間帯の上げ調整力必要量を評価している。

出所）2018年度（平成30年度）向け調整力の公募にかかる必要量等の考え方について
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2017/2018_chouseiryoku_hitsuyouryou.html
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1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方



10需給調整市場で取り扱うもの

 GC前に、実需給時点で出力を調整できる状態の電源等を、商品毎にそれぞれの時間に必要な量を確保することを
「⊿ｋW」として取引し契約することになるのではないか。

 また、実際に発生した誤差に対してメリットオーダーで運用した調整力に対しては実績に応じた「kWh」を精算すること
になるのではないか。これはGC後に調整する実誤差が事前には分からないため、kWh受電を事前に契約することが
できないためである。

出所）第１１回 制度検討作業部会 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas
/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf



11需給調整市場創設により変わること

（現状）

 現状の需給調整の仕組みは、一般送配電事業者が前年度に調整力公募を実施して確保した電源Ⅰと、電
源Ⅱの余力を活用して調整を行う仕組みである。

 電源Ⅰの確保量と一般送配電事業者が調整したインバランス実績は明確であり、そのうち電源Ⅰは年間を
通じて確保することから、電源Ⅱに期待できない残余需要が高い時間帯の上げ調整力必要量を評価し、一
般送配電事業者が必要量を確保している。残余需要の低い時間帯については電源Ⅰに加えて電源Ⅱの余
力に期待して運用しており、一般送配電事業者が調整力として事前に確保している量は明確ではない。

（需給調整市場創設後）

 需給調整市場創設以降は、基本的には全ての時間において時間帯毎に必要となる量を市場から調達し、実
需給段階においては、あらかじめ調達した調整力とＧＣ後の余力を活用して調整を行うこととなる。

 なお、必要量の算定においては、他制度の検討状況を踏まえつつ余力の考え方も考慮して検討していく。
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（空白）
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1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方



14需給調整市場で調達する調整力で対応する事象

平常時

緊急時

時間内変動

予測誤差

電源脱落（単機）

電源脱落（大規模）

需要

再エネ

需要（小売）

再エネ

 需給調整市場開設後は、想定される需給変動に対する必要量を需給調整市場で確保することを基本とし、市場調達後
に想定以上の変動が発生した場合はＧＣ後の余力で対応することとなる。※第7回作業会より

 需給調整市場開設後も、調整力で対応する事象は変わるものではない。

（対応する事象）

※大規模電源脱落の想定においては系統安定化装置や負荷遮断等を
組合せて対応することに留意が必要。



15調整力での対応について

 電力の需給は時々刻々と変動しており、周波数を維持するためには、常に需要・供給力の変動にあわせて調
整力を運用し、周波数制御および需給バランス調整を行う。

（平常時）

 平常時に対応する事象としては需要変動と再エネ出力変動による時間内変動および需要および再エネ出
力の予測誤差、電源脱落（単機）がある。

 変動周期の早い変動に対しては、変動を検知して自動的に応動できる調整力および変動を検知して連続的
に出される指令に応動できる調整力で対応する。

 変動周期の遅い変動に対しては、ある程度先の時間に生じる誤差を予測しながら調整を行うことになる。数
分先～１時間先に生じると予測される誤差を調整するために出される指令に応動できる調整力で対応する。

（電源脱落時）

 事故による電源脱落等により大幅に需給バランスが崩れ、周波数が低下した場合にも周波数低下を一定
の範囲内に抑えた後、回復させることが必要であり、周波数変動に対して直ちに応動できる調整力およびそ
の後引き続いて安定的に周波数を維持するための調整力を活用して対応する。
なお、大規模電源脱落の想定においては系統安定化装置や負荷遮断等を組合せて対応することに留意が
必要。



16（参考）調整力で対応する事象

出所）第７回 制度検討作業部会 資料３ 抜粋
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/007_03_00.pdf



17（参考）ＧＦ（ガバナフリー）運転

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html



18（参考）ＬＦＣ（負荷周波数制御）

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html



19（参考）ＬＦＣとＥＤＣ（経済負荷配分制御）の協調制御

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html



20（参考）地域要求量（ＡＲ）について

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html
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1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方



22平常時に必要な調整力について

 平常時に対応する事象としては需要変動と再エネ出力変動による時間内変動および需要および再エネ出力
の予測誤差、電源脱落（単機）がある。

 それぞれの事象は変動周期等が異なり、対応するための調整力を発動させるタイミングが異なることから、そ
れぞれの事象毎にその特性の検討を行い、対応する調整力を考える必要がある。

平常時 時間内変動

予測誤差

電源脱落（単機）

需要

再エネ

需要（小売）

再エネ

（対応する事象）



23時間内変動に対応する調整力必要量検討の基本的な考え方

 実需給段階で発生する時間内変動には、様々な変動周期の変動が含まれており、その変動周期に応じた調
整力を組み合わせて対応する必要がある。短い周期の変動もあるため、中給システムの自動制御機能を活
用して対応する。

 各調整力の応動時間は異なるため、それぞれが対応できる変動周期も異なっており、各調整力の必要量の検
討にあたっては、時間内変動を各調整力が対応できる変動周期に分割して分析することでどうか。

※現在、時間内変動分析のために広域機関で一般送配電事業者から収集しているデータは１分値であり、データの収集・分
析については検討が必要。一般送配電事業者が保有しているデータについても事業者ごとに時間粒度が異なる。

 高圧・低圧の太陽光・風力は細かい時間粒度では計測しておらず、時間内変動については需要変動と再エネ
出力変動を切り分けることが困難であるため、残余需要変動を分析することでどうか。

変動周期により
分割

長い

短い

変
動
周
期

対
応
す
る
調
整
力

一次

三次

３０分平均値
（実績）

３０分（＝１コマ）

時間内変動
（残余需要）

残余需要

残余需要予測誤差



24（参考）時間内変動の分析のために収集しているデータ

出所）第４回 調整力及び需給バランス評価に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/chousei_jukyu_04_haifu.html



25予測誤差に対応する調整力必要量検討の基本的な考え方①
（予測誤差について）

 発電計画・需要計画は事業者の予測に基づき３０分単位で計画されており、それぞれ予測誤差が発生する。

 発電・小売電気事業者はＧＣまで計画を見直し、一般送配電事業者はＧＣ以降に生じる予測誤差に対して調整力で対
応する。

 需要計画については、ＧＣまで小売電気事業者が需要予測を見直しながら計画変更を行うが、ＧＣから実需給ま
でには時間（１時間）があり誤差が発生することは避けることができない。（需要予測誤差）

 本来ＧＣまでの予測誤差は小売電気事業者が計画を見直し調整するものであるが、ＦＩＴ特例制度①と③の発電
計画については一般送配電事業者が前々日と前日に予測を行うものであり、その後、計画変更を行えないた
め、予測誤差が発生することは避けることができない。 （再エネ出力予測誤差）

※ＦＩＴ特例制度①は一般送配電事業者が前々日に予測し小売電気事業者へ通知。ＦＩＴ特例制度③は一般送配電事業者が前日
に予想し市場を経由して小売電気事業者に引渡し。現在はＦＩＴ特例制度①の容量が大宗を占めている。

 ＦＩＴ特例制度①と③以外の発電予測誤差については、最大の発電インバランスを電源脱落と見なすことでよい
のではないか。

 需要予測誤差と再エネ出力予測誤差については誤差の発生要因が異なることから、必要量の検討にあたっては個別
に分析することでどうか。

出所）第２４回 制度設計専門会合 資料５抜粋
http://www.emsc.meti.go.jp/activity
/emsc_system/pdf/024_05_00.pdf



26予測誤差に対応する調整力必要量検討の基本的な考え方②
（調整力の分担について）

出所）第７回調整力及び需給バランス評価に関する委員会 資料２
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/chousei_jukyu_07
_haifu.html

 計画値が３０分単位であることから予測誤差も３０分単位となる。

 一般送配電事業者はＧＣ以降も実需給段階に向けて、自ら需要や再エネ出力を予測し、その予測結果に基づきＧＣ
時点の発電・小売電気事業者の計画値に対して実需給段階で生じる誤差の大きさを予測しながら運用を行うことが考
えられ、ここで対象としている３０分単位の予測誤差に対しては基本的には応動時間の長い三次調整力で対応するこ
とが考えられるのではないか。

 しかし、３０分コマごとに予測誤差量は変動し、その段差に対応する必要があることから、より応動時間の短い調整力
も組み合わせて対応する必要があるのではないか。そのような組合せも考慮しながら調整力必要量を検討することで
どうか。



27（参考）需要計画とFIT特例①と③の発電計画

FIT
特例①
予測

小売の
需要予測

その他
発電計画

FIT
特例①
発電計画

FIT
特例③
発電計画

小売の
需要予測

その他
発電計画

FIT
特例①
発電計画

FIT
特例③
発電計画

【前々日】 【前日】 【１時間前GC（計画確定）】

需要実績

ＦＩＴ
特例①
特例③

発電実績

その他
発電実績

一般送配電事業者が
予測し、市場経由で
小売に引渡し

【実需給】

需要予測
誤差

再エネ予測
誤差

ＦＩＴ特例①の発電計画は
前々日段階のまま

調整力
で対応

需要予測見直し分

時間

 需要計画については、小売電気事業者がＧＣまで計画見直しを行い、供給力の調達を行うことができるが、ＦＩＴ特例
①と③については前々日と前日で計画値が確定し、生じる予測誤差は調整力のみで対応することになる。

需要計画 発電計画

一般送配電事業者が
予測し、小売に配分通知

FIT
特例③
予測

需要計画 発電計画

需要実績 発電実績

【一般送配電】



28（参考）ＦＩＴ特例制度①タイムスケジュール

出所）小売全面自由化に向けた固定価格買取制度の運用見直しについて
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/kouri_free/20151125.pdf



29（参考）ＦＩＴ特例制度②タイムスケジュール

出所）小売全面自由化に向けた固定価格買取制度の運用見直しについて
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/kouri_free/20151125.pdf



30（参考）ＦＩＴ送配電買取における引渡し方法（特例制度③）

出所）第９回 再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会 資料１
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/saisei_kanou/pdf/009_01_00.pdf



31再エネ出力予測誤差に対応する調整力必要量検討の基本的な考え方

 本来ＧＣまでの予測誤差は小売電気事業者が計画を見直し調整するものであるが、ＦＩＴ特例制度①と③の発電計画
については、一般送配電事業者が前々日と前日に予測を行うものであり、その後は計画変更を行えないため予測誤
差が発生することは避けることができず、その量は特に昼間に大きい。

 再エネ出力予測誤差量は時間帯によって異なるとともに、予測結果が高出力であるか低出力であるかによっても実
績が上振れするか下振れするかなどの予測誤差の傾向は異なるため、年間や月間を通じて一律に必要量を検討す
るのではなく、予測時に想定した天候等を考慮した検討を行う必要があるのではないか。

 予測時に想定した天候等により予測誤差量が変わるのであれば、対応する調整力をＦＩＴ特例制度①と③の翌日発電
計画作成前に調達するか、翌日発電計画作成後に調達するかで必要量も異なることから、調達タイミングも考慮して
調整力必要量を検討することでどうか。

予測値
誤差 誤差

予測値

予測値が高出力の場合
（晴れなど）

予測値が低出力の場合
（雨など）

誤差

予測値

予測値が中出力の場合
（曇など）

下振れする可能性
のある幅が大きい

上振れする可能性の
ある幅が大きい

上振れ・下振れする
可能性のある幅が同
程度

【再エネ出力予測誤差のイメージ】



32需要予測誤差と再エネ出力予測誤差①

 再エネの導入が進んでいるエリアにおいては、需要予測誤差よりも再エネ出力予測誤差の方が大きくなる傾
向にあり、再エネ出力予測誤差に対応するために必要な調整力も昼間に増加する傾向にある。
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北海道エリア
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Ｈ３需要に対する％値
※ エリアの年間Ｈ３需要に対する％値

※ 以降では再エネ予測誤差は上げ調整力が必
要な方向が正（＋）となるように算出
・再エネ予測誤差＝予測－実績
・小売需要予測誤差＝実績－予測

※ 再エネは太陽光＋風力（2016年度はFIT特例
制度①のみ。2017年度からはFIT特例制度③
も算入。）

※ FIT特例制度①については前々日予測と実績
の誤差を、 FIT特例制度③については前日予
測と実績の誤差を計算

※ 2016年7月～2017年6月のデータを使用

※ 不等時性により、再エネ予測誤差＋２σ相
当値と小売需要予測誤差＋２σ相当値を合
算したものは残余需要予測誤差＋２σ相当
値と一致しないことに留意が必要
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34需要予測誤差と再エネ出力予測誤差③
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35季節別の再エネ出力予測誤差

 季節に応じて再エネ出力予測誤差の大きさや発生時間帯などの傾向はやや異なり、冬季は少ない傾向があ
る。季節に応じて必要量を算定する必要があるのではないか。

※ 九州エリアの2016年7月～2017年6月
の季節別データを使用

※ 再エネは太陽光＋風力（2016年度はFIT
特例制度①のみ。2017年度からはFIT特
例制度③も算入。）

※ FIT特例制度①については前々日予測と
実績の誤差を、 FIT特例制度③について
は前日予測と実績の誤差を計算
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36再エネ導入量に対する再エネ出力予測誤差

 ２０１６年と２０１７年８月の１１～１３時の２時間における再エネ出力予測誤差※について比較した結果、再エ
ネ導入量増加に伴い、再エネ予測誤差も概ね比例して増加する傾向にあることが確認された。

 今後も再エネ導入量の増加は続くと考えられることから、必要量は設備量の伸びを考慮する必要があるので
はないか。

東京

中部
関西
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東京

中部

関西東北

九州
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]

再エネ導入量[MW]

再エネ導入量に対する再エネ予測誤差

2016年8月 2017年8月

※ 2016年8月の再エネ導入量は固定価格
買取制度情報公開用ウェブサイト
（http://www.enecho.meti.go.jp/category/
saving_and_new/saiene/statistics/index.h
tml）より集計
2017年8月の導入量については未公開の
ため、供給計画において集計している１万
kW以上の太陽光・風力発電の導入見通し
の増加割合をもとに、2017年3月の固定価
格買取制度情報から内挿して類推

※ FIT特例制度①については前々日予測と
実績の誤差を、 FIT特例制度③について
は前日予測と実績の誤差を計算し、＋２
σ相当値を集計
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1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方
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（空白）



43電源脱落時の調整力の運用について

出所）第１０回 制度設計ＷＧ 資料４ 抜粋
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/010_04_00.pdf

 事故による電源脱落等により周波数低下が発生した場合は、調整力を活用して周波数低下を一定の範囲内
に抑え、周波数制御で周波数を回復し、出力持ち替えにより周波数調整能力を回復する。

 現状は、応動時間の短いＧＦ機能で周波数低下を一定の範囲内に抑え、その後、中給システムからの指令に
対する応動時間の短いＬＦＣで維持し、ＥＤＣで発電機の持ち替えを行いながら周波数を回復させるとともに、
周波数調整力を回復し、次に備えている。なお、大規模電源脱落時には系統安定化装置や負荷遮断等を組
合せて対応している。

 各段階で調整力に求められる能力は異なり、大規模な電源脱落等が発生した場合にも細分化した調整力を組
み合せて対応する必要がある。



44電源脱落時の調整力応動・受け渡しイメージ

 電源脱落時には、周波数変動を検出して自動的に応動する一次調整力で周波数低下を一定の範囲内に抑える。

 中給システムの自動制御機能による指令に追従して応動する二次調整力で周波数を回復させる。周波数が回復す
ることにより、一次調整力が回復する。

 さらに二次調整力の発動量を、より継続時間の長い三次調整力に徐々に受け渡すことにより、二次調整力を回復さ
せる。

 小売電気事業者が代替電源を確保することにより、三次調整力が回復する。
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1. 現状の調整力運用

2. 需給調整市場で取り扱うもの

3. 需給調整市場で調達する調整力必要量の考え方

A) 調整力で対応する事象

B) 平常時に必要な調整力

C) 電源脱落時に必要な調整力

D) 商品毎の必要量の算定の考え方
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（空白）



47商品毎の必要量の算定の考え方について

 需給調整市場では細分化された調整力毎の必要量を検討する必要がある。商品毎の必要量については、主
に平常時に対応する事象に関するデータを分析して算定していくこととしてはどうか。（実際はその他事象にお
いても調整力は動作することもある）

 緊急時については、系統安定化装置や負荷遮断等があることを踏まえつつ、どの程度の電源脱落まで対応可
能について確認することでどうか。

事象

調整力の商品区分

必要量検討の方向性一・二次
二次② 三次① 三次②

一次

予測誤差

需要（小売） ○ ○
小売需要計画（ＧＣ時点）と
需要実績（３０分平均値）の
誤差を分析

再エネ ○
ＦＩＴ①と③の予測値と発電
実績（３０分平均値）の誤差
を分析

時間内変動

需要 ○ ○ ○
需要と再エネの切り分けは
困難であり、残余需要の時
間内変動を分析
※データの時間粒度につ
いての確認・検討が必要

再エネ ○ ○ ○

電源脱落（単機） ○ ○ ○ ○



48（参考）需給調整市場における商品設計のイメージ

出所）第２１回 調整力及び需給バランス評価に関する委員会 資料３
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/chousei_jukyu_21_haifu.html


